
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 秋田県 大仙市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　人件費については、年々減少しており類似団体平均を３．９ポイント下回っている。これは、定員管理適正化計画に基づく職員数の減に
起因しているが、今後も引き続き保育園・介護施設等の社会福祉施設の法人化を進めるほか、組織機構の抜本的な見直しによる適正な
職員配置を行うなど、定員管理の適正化に努め、一層の人件費抑制を図っていく。

【物件費】
　物件費については、前年度から０．５ポイント改善しているものの、類似団体平均をやや上回っている。今後も引き続き施設の維持管理
経費等の縮減を図っていく他、指定管理制度への移行を含めた公共施設の見直しを進めながら予算の集約を図った上で、物件費の抑制
に努める。

【扶助費】
　扶助費については、横ばいで推移しており、類似団体平均を２．７ポイント下回っている。今後は、経済不況による生活保護費の増加が
見込まれることから、資格審査等の適正化や雇用確保に向けた施策を進めていく他、市単独扶助費の見直しを図りながら抑制を図ってい
く。

【公債費】
　公債費については、前年度から０．７ポイント改善しているものの、合併前後の事業実施による市債発行額の増大により、類似団体平均
を上回る数値となっている。今回、実質公債費比率が１８％を超えたことにより、策定した公債費負担適正化計画に基づき比率の改善を
図っていくことになるが、市債償還額については今後も極端な減少は見込めないことから、実施計画の見直しによる市債発行額の抑制を
引き続き行い、将来負担の軽減を図っていく。

【補助費等】
　補助費等については、前年度を１ポイント上昇し、類似団体平均より４ポイント上回っている。主な要因としては、社会福祉施設の法人化
移行に伴う補助金や、温泉施設管理運営支援補助金の増が挙げられる。今後、市単独補助金については、補助金審査委員会の提言を踏
まえ、事業の目的、必要性、効果等を再度精査し、廃止、縮小等の見直しを図っていく。

【普通建設事業費】
　普通建設事業費の人口１人当たりの決算額は７３千円となっており、類似団体平均を２４千円上回っている。これは、都市再生住宅の本
体工事が本格化したことや、まちづくり交付金事業による駅舎及び周辺整備事業の増などが起因している。今後も実施計画における各種
事業の見直しを図りながら、市民ニーズを的確に踏まえた事業選択や、投資的効果等を十分検討し、普通建設事業費の抑制に努める。


